
【機密性２情報】

重点審議

中国地方整備局事業評価監視委員会 再評価審議の進め方（Ｈ３０～）

＜審議区分の設定（審議の重点化及び効率化）＞

■ 社会経済情勢や前回評価時からの費用便益分析に関する要因等に変化がある事業について、十分な

審議時間を確保し、 審議の充実を図る。⇒「重点審議」

■ 上記の変化が見られない事業については、審議の効率化を図る。⇒「要点審議」

＜委員会審議における重点化・効率化の経緯＞

○費用対効果分析実施の必要性を、『再評価の実施

判断フロー』により判定。(H28～）

○ 『再評価の実施判断フロー』の①あるいは②に

おいて、『費用対効果分析を実施する』と確認され

た事業は、説明及び審議の重点化を実施（H28～）

⇒確認されない事業は、説明及び審議を効率化

○再評価実施要領（改定）の適用（H30～）

⇒再評価の実施間隔を５年（未着工は３年）

⇒事業費や事業期間等の進捗状況を適時・適切

に確認

⇒「事業進捗等に大きな変更がある事業」は、

実施間隔に拘らず速やかに実施

※H22～H29の再評価実施サイクルは３年

①事業を巡る社会経済情勢等の変化
⇒・事業の効果や必要性、周辺環境等に変化がない

②前回評価からの事業費・事業期間の増加
⇒・事業費の増加
・事業期間の増加

③前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等
⇒・費用便益マニュアルの変更がない
・需要量等の変化（需要量等の減少が10%以内）
・周辺ネットワークで新規事業化がない

⇒下記の要件のうち、一方もしくは両方を満たしている
・事業費に比して費用効果分析に要する費用が大きい

（直近3ヶ年の事業費の平均に対する分析費用1％以上）
・前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上回っている

増加無し

YES

前回評価時に費用対効果分析を実施
していれば、省略することができる

費
用
対
効
果
分
析
を
実
施
す
る

NO

＜ 再評価の実施判断フロー ＞

事業進捗等に大きな変更がない事業
（原則、５年間隔で実施）
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資料－２

10％以内増加

10％超増加

費用対効果分析を実施する

YES YES N0

要点審議


